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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 ～2030年度 ～2050年度

ガイドライン等の策定

空港脱炭素化
プラットフォーム

各空港における取組

調査・検討
段階

導入・運用
段階

空港の脱炭素化に向けた工程表（全体的な取組）

試行・実証
段階

取組方針、工程表
ガイドライン

計画に基づく取組の実施、取組状況に応じた計画の見直し

空港の脱炭素化に向けた工程表の基本的な考え方

情報共有、技術・知見に関する情報交換
モデルプロジェクト検討・横展開

セミナー
開催

空港脱炭素化
推進計画策定

整備マニュアル

凡例全体的な取組

社会情勢、技術革新等に応じて適宜改訂

HP開設

モデル実証 成果の横展開追加的な実証の検討

実施計画策定
（実施体制・事業スキーム構築）

【全体的な取組】
空港のカーボンニュートラル化に向けて、2021年度末までに取組方針、工程表及びガイドラインを策定し、2022年度に整備マニュアルを策定
する。ガイドラインや整備マニュアル等については、社会情勢や技術革新等に応じて適宜改訂を行う。
各空港においては、ガイドラインに基づき策定する空港脱炭素化推進計画に沿って取組を進めることとし、推進計画策定後の状況変化に応じ
て適宜見直しを行うこととする。また、取組の実施体制や事業スキームの構築のための実施計画を必要に応じ策定する。
空港の脱炭素化に向けた官民連携プラットフォームの活用等により、空港関係者と省エネ・再エネ関係の技術・知見等を有する民間企業等の
連携強化を図る。

【各メニューの取組】
空港施設については、引き続き省エネ対応を進めるとともに、空港建築施設のZEB水準対応に向けた詳細検討を行う。また、空港車両につい
ては、EV・FCV化（それに伴うインフラ整備を含む）等を進める。
空港の再エネ拠点化については、空港内及び空港周辺未利用地への太陽光発電導入を拡大するとともに、制限区域内平地への導入や次世代型
太陽電池の導入等、更なる導入拡大方策を検討する。
その他、駐機中・地上走行中の航空機及び空港アクセスからのCO2排出削減、水素の利活用並びに横断的取組（エネルギーマネジメントや地
域連携・レジリエンス強化）についても、効果検証や実証等を行ったうえで順次導入を拡大する。

重点調査
調査結果を反映 実証結果を反映
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空港の脱炭素化に向けた工程表（空港施設・空港車両・再エネ拠点化）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 ～2030年度 ～2050年度

空港施設

空港建築施設の
CO2排出削減

航空灯火のLED化

空港車両 EV・FCV化

空港の
再エネ
拠点化

太陽光発電

全空港へのLED灯火の導入促進

バイオ燃料等利用環境整備

車両開発・製品化の促進

設備更新時の高効率設備・BEMS等の集中的な導入の促進

建替時・増築時のZEB水準対応の推進

集中的な導入の促進

EV・FCV導入に合わせた整備の推進

実証

実証

○既存設備の高効率化

○建替・増築時の省エネ対応

○開発済の車種
実証

○未開発の車種

○充電・水素ステーション
実証

順次EV・FCV導入促進

○空港内（平置き、カーポート、建築物（屋根）等）
集中的な導入の促進導入検討

集中的な導入の促進
○空港周辺未利用地（平置き等）

適地調査 導入検討

○制限区域内平地（着陸帯Ⅱ等）
安全性および技術開発の調査検討 導入拡大

○次世代型太陽電池＜ペロブスカイト等＞（2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 重要分野における工程表（抜粋））
開発競争の促進 新市場への製品投入

新市場を想定した実証事業・製品化

ZEB化等詳細検討

検討結果を踏まえた導入実証

導入促進

各メニューの取組 調査・検討
段階

導入・運用
段階

試行・実証
段階凡例

まずは既にEV・FCV化されている車種を中心に導入を進める

ZEB化等詳細検討

○既存車両への対策
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空港の脱炭素化に向けた工程表（その他の取組）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 ～2030年度 ～2050年度

航空機
（駐機中）

GPU導入

APU使用時間短縮
規定

航空機
（地上
走行中）

誘導路整備による
地上走行距離短縮

空港アクセスからの
CO2排出削減方策

その他
再エネ等

風力、バイオマス、

水素等の利活用

横断的
取組

空港全体の

エネルギー

マネジメント

地域連携・

レジリエンス強化

炭素クレジット創出

○固定式GPUの整備・移動式GPUの配備

○移動式GPUのクリーンエネルギー化

地域との調整 運用・導入拡大

導入促進CO2削減方策検討 公共交通、EV・FCV利用促進策等の検討・実証

導入促進導入効果検討 実証

整備削減効果・配置概略検討

関係者
ヒアリング 関係者調整 APU使用制限の運用

各メニューの取組 調査・検討
段階

導入・運用
段階

試行・実証
段階凡例

風力、バイオマス、水素等の発電利用検討 実証 導入促進

導入促進 固定式導入済9空港については固定式を、その他空港については移動式を基本とする。
また固定式導入済空港において、電気のみ対応となっているスポットについては、空調供給の追加整備を行う。

空港の再エネの余剰電力によるクレジット創出検討
関係者調整 創出したクレジットをCORSIAで利用 利用拡大

○移動式GPUのバイオ燃料化

バッテリー式GPUの導入・水素GPUの開発検討の推進 水素GPUの開発・実証の促進 導入促進

開発状況等に応じて順次
クリーンエネルギー化の促進発電装置機関バイオ燃料化改修・実証の促進発電装置へのバイオ燃料

導入方策検討の推進
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（参考）関連工程表

航空機運航分野におけるCO2削減に関する検討会 工程表（抜粋）
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2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年
出発・
到着

燃費の良い上昇・降下の実現

空港面 地上走行の最適化

導入空港拡大継続的な上昇・降下（CDO等）が可能となる運用

本運用／導入空港拡大試行運用自走距離の短縮

将来の航空交通 システムの進展
や 技術開発の動向を踏まえなが
ら、航空交通全体の最適化等に
ついて、更なる 取組を推進

②管制の高度化による運航方式の改善

③SAFの導入促進、炭素クレジット
2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 ～2040年 ～2050年

Ｓ
Ａ
Ｆ

サ
プ
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ェ
ー
ン
構
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国
際
標
準
化
等

地
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地
消

炭
素
ク
レ
ジ
ッ
ト

国
際
航
空

調査
諸外国調査 施設対応

国内空港における輸入SAFの直接受入に向けた検討
施設整備・運用体制のオプション検討
関係者協議 本格的な輸入SAF受入

SAF混合率の上限引上げ

100%SAF国内運用
上限引上げに向けた調査・検討

品質試験、エンジン試験、機体試験 等

ASTMでの上限引き上げ

空港の再エネ等を活用したSAFの地産地消モデルの構築 ※「空港分野におけるCO2削減に関する検討会」と連携

ポテンシャル調査
（原料・製造方法等）

地産地消の事業化に向けたFS調査 地産地消の事業化に向けた実証
（合成燃料等の導入を踏まえた地産地消モデル） 地産地消でのSAF供給・利用拡大

ICAOでの長期目標等を踏まえて検討

CORSIAにおける国産クレジット
・ 二国間クレジット制度（JCM）

・ Jークレジット制度
再申請準備 申請・審査 エアラインのオフセット義務の達成に利用

準備 申請・審査 エアラインのオフセット義務の達成に利用


